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別紙

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の指定電気設備に関する

接続約款の変更案に対する弊社の意見

1. はじめに

今回、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下、「ＮＴＴ地域会社」とします。）の指定電気通信設備に関する接続約款の変更案に対して、弊社が意見を述べさせていただく機会をあたえていただきましたことに、感謝の意を表します。

以下、弊社の意見を述べさせていただきます。

２．接続約款の変更案について

《ＡＴＭ ６００Ｍｂ/ｓ接続専用線に係る接続料の算出根拠について》

先般の「東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の指定電気通信設備に関する接続約款の変更案に対する再意見」（平成11年12月17日付け郵通議第100号で公告された接続約款案に対する再意見。以下、「前回の接続約款変更における再意見」とします。）において、ＮＴＴ地域会社殿よりＡＴＭ専用に関する接続料の算出根拠として以下のとおり記述されております。

① 実績原価方式により算定
ＡＴＭ専用は、エリア拡大途中のサービスであり、平成１１年度の需要と費用（設備投資）が同様な傾向で伸びていることから、接続料の大幅な変動が想定されないことより、将来原価方式ではなく、実績原価方式とすることが妥当。

② ＡＴＭ専用の速度換算係数は、６４Ｋｂ/s単位のチャネル換算係数に、最小速度である０.２５Ｍを１とした場合の各品目の効率化係数を乗じたもの

上記から推察すると、今回のＡＴＭ ６００Ｍｂ/ｓ接続専用に係る接続料においても、平成１１年度ベースの実績原価をもとに、速度換算係数により算出されたものであると想定されますが、当該算出根拠をまず確認したいと考えます。また、ＡＴＭ専用に係る接続料の妥当性を確保するため、速度換算係数を算出する効率化係数に関する情報開示を要望いたします。

３．ＡＴＭ接続専用線及び端末回線終端接続料金に関しての要望

《将来原価方式の導入について》

ＡＴＭ接続専用線に関しては、今回の６００Ｍｂ/ｓの導入からも想定されるように今後需要の急速な増加が期待されるところであり、ＡＴＭ接続専用線の接続料算定にあたっては、「接続料の算定に関する研究会報告書」（平成11年7月31日。以下「研究会報告書」とします。）にも報告されているように、需要の増加が顕著である場合には、予測原価・予測需要により算定を行うべきであり、接続料と実態との乖離をできるだけ小さくすべきものと考えられます。ＡＴＭ接続専用線の接続料を将来原価方式により設定することは、実態との乖離が小さい接続料の実現を通して、更には利用者料金の早期の低廉化に繋がるものと期待されます。

《端末回線線端接続の料金について》

端末回線線端接続の料金については、ＮＴＴ地域会社殿において平成12年度内を目途に事業者向け割引料金を設定すべく準備を進められているとのことですが、一方では前回の接続約款変更における再意見において、ＮＴＴ地域会社殿より「事業者向け割引料金は、ユーザー料金をベースとした接続料金をベースとして接続料金であり、原価算定規則に基づき実績原価を用いて算定する料金ではないことから、遡及清算適用の対象外と考える」旨の意見が述べられております。当該料金については、研究会報告書（平成11年7月31日）及び郵政省殿よりの文書発出（平成11年8月31日）にも拘らず、現在に至るまでその内容並びに導入時期について、明確になっておりません。また、当該料金は、接続料として「利用者向け料金から費用範囲の差異を反映させた適切な割合を引いた料金として設定することが適当（研究会報告書）」とされている趣旨を鑑み、早期の導入を要望するとともに、今後ＮＴＴ地域会社殿による恣意的な導入時期延期による他事業者への影響を避ける意味からも、少なくとも本年度当初からの遡及適用を要望いたします。
以　上





























































